
省力管理技術の導入による和牛子牛生産の拡大‘’‘
計画期間：平成２７年度～平成３０年度

具体的な成果

１分娩間隔の短縮
現状（H26年度）:419日→実績（H28年度）：416日
→目標（H30年度）：410日

２省力管理のICT機器設置戸数
現状（H26年度）：82戸→実績（H28年度）：199戸
→目標H30年度：200戸

３周年屋外飼養実施戸数
現状（H26年度）：8戸→実績（H28年度）：36戸
→H30年度：36戸

普及指導員の活動

関係機関が協働する肉用牛サポートチーム活動
を通し、次のような省力管理技術を普及拡大する。
１ 看視カメラ・発情発見器

■技術導入事例を収集し、その効果について、畜
産関係誌への掲載や成果発表会で情報発信して
いく。また、導入事例集の作成を行なう。

■農家にデモ機の活用を促し、その効果を体験し
てもらうことで、導入をスムーズにしていく。

２ 周年屋外飼養

■必要な施設整備（飼料給与場所、飲水場、休息
場所）の設計を支援していく。

■新規導入農家に技術定着のフォローアップを実
施していく。

３ 共通

■導入事例農家の現地視察について、地域間で積
極推進し、情報交換を進めていく。

普及指導員だからできたこと

■中央農業改良普及センター県域普及グループ
（農業革新支援センター）が全県の省力管理技術
の導入実態や効果を把握し、普及手法として情報
発信。

■中央農業改良普及センター県域普及グループ
（農業革新支援センター）がコーディネートを担い、
円滑な情報伝達及び省力管理技術の普及拡大。

○発情発見や分娩介護等に費やす時間の増加、家畜個体ごとの管理限界に
よる繁殖成績の停滞などが規模拡大を妨げる主な要因となっている。
○和牛の一般的な飼養形態は夏～秋「放牧」、冬～春「舎飼い」である。舎飼
いが頭数拡大の大きな制限要因となり、作業時間の増加につながっている。
○ICT機器（看視カメラおよび発情発見機）を導入し、看視・発情発見の高度
化と、畜舎内の管理作業を省力化し、周年屋外飼養による畜舎不要の低コス
トな飼養技術を実現していく。

ＩＣＴ機器による発情発見

周年屋外飼養PRパンフ

【事例】
「ICT機器導入＋地域
の空牛舎の有効活
用」により、低コストで
増頭する事例も出て
いる。

家畜市場での講習会

スマホでの分娩看視



岩手県  

省力管理技術の導入による和牛子牛生産の拡大 

活動期間：平成２７年度～平成３０年度 

 

１．取組の背景  
発情発見や分娩介護等に費やす時間の増加、家畜個体ごとの管理限界による

繁殖成績の停滞などが規模拡大を妨げる主な要因となっている。また、本県に

おいて和牛の一般的な飼養形態は夏～秋「放牧」、冬～春「舎飼い」となって

おり、舎飼い時の牛舎容量が頭数拡大の大きな制限要因および作業時間の増加

にもつながっている。 

そこでＩＣＴ機器（看視カメラおよび発情発見機など）の導入を推進し、分

娩看視・発情発見の高度化、畜舎内管理作業の省力化を目指した。また周年屋

外飼養による牛舎不要の低コスト飼養技術を実現していく。 

 

２．活動内容（詳細）  
関係機関が協働する肉用牛サポートチーム※活動を通し、次のように省力管理

技術の普及を進めている。 

※肉用牛サポートチーム 

 県出先機関単位でサポートチームを設置（計１０チー

ム）。市町村、ＪＡ、農業共済組合、家畜衛生保健所、

農業改良普及センター、その他関係機関・団体と連携を

図り、地域の肉用牛振興における課題解決を行うもの。 

 

（１）看視カメラ・発情発見器 

ア 技術導入事例を収集し、その成果について、

県内畜産関係誌への掲載や講習会、普及活動成

果発表で情報発信を行なっている。 

イ 農家にデモ機の活用へ誘導し、その効果を実

際に体験してもらうことで、導入をスムーズに

していく。 

 （２）周年屋外飼養 

  ア 必要な施設整備（電気柵、飼料給与場所、飲水場、休息場）

の設計を支援していく。 

  イ 新規導入農家に技術定着のフォローアップを実施していく。 

 （３）共通 

  ア 導入事例農家現地視察について、地域間で積極的に推進し

情報交換を進めていく。 

 

 

デモ機を利用した家畜市場での講習会  

サポートチーム活動の様子  



３．具体的な成果（詳細）   
 

成果項目  
（活動前）  （活動後）  （目標）  

平成２６年度  平成２８年度  （ 対 ２ ６年 度 比 較 ） 平成３０年度  

１  分娩間隔の短縮  ４１９日  ４１６日  （－３日）  ４１０日  

 

 

 

 

 

 

 

 

※低コスト増頭事例「ＩＣＴ機器導入＋空き牛舎の有効活用」 

  ＩＣＴ機器を導入することで分娩看視の労力が軽減させることで、自牛舎

周辺にある廃業した農家の空き牛舎を有効利用し低コストに増頭する事例が

見られるようになった。 

  牛舎建築にかかる時間の省略、牛舎建築にかかる資金を増頭にまわすとい

ったスピーディーさも大きなメリットである。 

 

４．農家等からの評価・コメント  
 （１）看視カメラ導入農家 

   ア スマートフォンでも看視できるので家族と外出

しやすくなり、導入前よりも看視の目がいきとど

くようになった。 

   イ 録画機能により、破水時間も遡って確認でき、

分娩時間の見当がつきやすい。 

   ウ 牧草収穫作業中に牛の様子をいちいち確認する必要がなくなり、ロスな

く作業をこなすことが可能になった。 

 （２）発情発見器導入農家 

   ア  今まで自分の認識していた授精適期が修正され、

適期に授精できるようになった。 

   イ 発情がこない牛に対して、発情発見器データか

ら早期に治療や淘汰の判断ができるようになった。 

   ウ 農繁期でも発情の見逃しがなくなり、授精時間

にピンポイントで対応できるようになった。 

 （３）周年屋外飼養導入農家 

   ア 他の仕事もあり、作業時間が約１／３になり非

常に助かっている。 

   イ 牛舎内の過密状態が解消され、子牛スペースを

ＩＣＴ機器による発情発見  



十分に確保できるようになった。 

   ウ エサ場周辺の泥濘化対策は必要だと感じた。また、舎飼い時に比べ給与

粗飼料のロスがあった。 

 

５．普及指導員のコメント 

（中央農業改良普及センター 上席農業普及員 多田和幸）  
 普及指導員がその中心的役割を担っている「肉用牛サポートチーム」による繁

殖巡回指導活動等により、分娩間隔も改善されてきている。 

 一方で、事故等による子牛損耗も依然多く、省力管理のみならず事故防止等に

も分娩看視カメラ等のＩＣＴ機器の活用が期待でき、さらに普及を図っていく。 

 繁殖牛の飼養頭数の増加は、とかく農家は牛舎等の箱物増設から計画しがちに

なるが、周年屋外飼養技術により牛舎が無くても放牧ができれば牛を飼えるとい

うことを引続き普及啓発し、産地の維持強化を推進していく。 

  

（中央農業改良普及センター 主任農業普及員 須藤知生） 
 ＩＣＴ機器導入に関しては研修会、畜産関係誌による情報提供や農家同士の口

コミにより導入農家が順調に増加している。これからの生産基盤維持のため、Ｉ

ＣＴをうまく利用した「スマート牛飼い」を引き続き推進する。 

また、周年屋外飼養については泥濘化防止といった追加対策も併せて持続的な

飼養管理技術として導入を提案していく。 

 

６．現状・今後の展開等  
 （１）導入農家の情報を県内関係機関で共有し、研修会や普及活動の中での情報

発信をすることで導入農家をさらに増加させる。 

 （２）その結果、時間的な余裕の創出、発情や疾病徴候の把握による農家の生産

力の向上につなげ、「畜産県いわて」としての生産基盤を強化していく。 
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